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伊那市職員の特殊勤務手当に関する条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、特殊勤務手当の支給に関し必要な事項は、市

長が定める。 

 

 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、特殊勤務手当に関し必要な事項は、市長が定

める。 

 

 

別表（第２条関係） 

特殊勤務手当表 

種類 支給対象職員の範囲等 手当額 

略   

(4) 死体取扱

手当 

福祉事務所及び特別養護

老人ホームに勤務する職員

で死体の収容又は死後の処

置に従事したもの 

取り扱った１件につき2,000円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第２条関係） 

特殊勤務手当表 

種類 支給対象職員の範囲等 手当額 

略   

(4) 死体取扱

手当 

福祉事務所及び特別養護

老人ホームに勤務する職員

で死体の収容又は死後の処

置に従事したもの 

取り扱った１件につき2,000円 

(5) 災害応急

作業等手当 

大規模な災害として市長

が定める災害に係る応急作

業又は応急作業のための災

害状況の調査に従事した職

員 

作業に従事した１日につき1,080円

（当該作業が日没時から日出時までの

間に行われた場合にあっては、その額

に100分の200を乗じて得た額）を超え

ない範囲内において、作業の実態その

他の事情を考慮して市長が定める額 

 

 

 

 

 

議案第４７号関係資料 
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伊那市職員の旅費等に関する条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（旅費の調整） 

第24条 略 

 

 

（旅費の調整） 

第24条 略 

２ 任命権者は、旅行者がこの条例の規定による旅費により旅行することがその旅行

の特殊性により困難である場合には、市長と協議して定める旅費を支給することが

できる。 

 

 

 

 

議案第４８号関係資料 
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伊那市企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（促進区域における課税免除） 

第５条 促進区域内において、地域未来投資促進法第４条第６項の規定による地域経

済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意の日（以下「同意日」という。）か

ら令和６年３月31日又は令和６年３月31日までに新たに基本的な計画を作成する場

合は当該計画の同意日の前日のいずれか早い日までに、地域未来投資促進法第14条

第２項に規定する承認地域経済牽引事業計画に従って、地域未来投資促進法第18条

に規定する承認地域経済牽引事業（地域未来投資促進法第25条の主務大臣が定める

基準に適合することについて同条の規定による主務大臣の確認を受けたものに限

る。）のための施設のうち、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律第26条の地方公共団体等を定める省令（平成19年総務省令第94

号）第２条で定める対象施設（以下「対象施設」という。）を設置した地域未来投

資促進法第14条第１項に規定する承認地域経済牽引事業者に対し、当該対象施設の

用に供する家屋若しくは構築物（当該対象施設の用に供する部分に限るものとし、

事務所等に係るものを除く。）又はこれらの敷地である土地（同意日以後に取得し

たものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内

に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があった場合における当

該土地に限る。）について課する固定資産税は、新たに課することとなった年度か

ら３年度分に限り課税を免除するものとする。 

 

 

 

 

（促進区域における課税免除） 

第５条 促進区域内において、平成29年９月29日から令和７年３月31日までに、地域

未来投資促進法第14条第２項に規定する承認地域経済牽引事業計画に従って、地域

未来投資促進法第18条に規定する承認地域経済牽引事業（地域未来投資促進法第25

条の主務大臣が定める基準に適合することについて同条の規定による主務大臣の確

認を受けたものに限る。）のための施設のうち、地域経済牽引事業の促進による地

域の成長発展の基盤強化に関する法律第26条の地方公共団体等を定める省令（平成

19年総務省令第94号）第２条で定める対象施設（以下「対象施設」という。）を設

置した地域未来投資促進法第14条第１項に規定する承認地域経済牽引事業者に対

し、当該対象施設の用に供する家屋若しくは構築物（当該対象施設の用に供する部

分に限るものとし、事務所等に係るものを除く。）又はこれらの敷地である土地

（平成29年９月29日以後に取得したものに限り、かつ、土地については、その取得

の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建

設の着手があった場合における当該土地に限る。）について課する固定資産税は、

新たに課することとなった年度から３年度分に限り課税を免除するものとする。 

 

 

 

 

議案第４９号関係資料 
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伊那市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 （指定地域密着型サービス事業、指定居宅介護支援事業、指定地域密着型介護予防

サービス事業及び指定介護予防支援事業の申請者の資格） 

第３条 法第78条の２第４項第１号の規定により条例で定める者は、法人又は病床を

有する診療所を開設している者（複合型サービス（法第８条第23項に規定する複合

型サービスをいい、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第17条の12に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。）に係る指定の申請に限る。）とす

る。 

２ 略 

 

 

 

 

 （指定地域密着型サービス事業、指定居宅介護支援事業、指定地域密着型介護予防

サービス事業及び指定介護予防支援事業の申請者の資格） 

第３条 法第78条の２第４項第１号の規定により条例で定める者は、法人又は病床を

有する診療所を開設している者（複合型サービス（法第８条第23項第１号に規定す

る看護小規模多機能型居宅介護に限る。）に係る指定の申請に限る。）とする。 

 

 

２ 略 

 

 

 

 

議案第５０号関係資料（１） 
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伊那市指定地域密着型サービスの事業の運営等に関する基準を定める条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 （複合型サービスの基本方針） 

第27条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（施行規則第17条の12に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下「指定看護小規模多機能型居宅

介護」という。）の事業は、指定居宅サービス等基準第59条に規定する訪問看護の

基本方針及び第15条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行う

ものでなければならない。 

 

（複合型サービスの基本方針） 

第27条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（法第８条第23項第１号

に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下「指定看護小規模多機能型居

宅介護」という。）の事業は、指定居宅サービス等基準第59条に規定する訪問看護

の基本方針及び第15条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行

うものでなければならない。 

 

 

 

 

議案第５０号関係資料（２） 
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伊那市廃棄物の処理及び清掃に関する条例新旧対照表 

 （傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（施設の設置） 

第４条 生活環境の清潔保持のため、次の公衆便所を設置する。 

名称 位置 

略 

伊那市駅前身体障害者用便所 伊那市荒井3428番地７ 

略 
 

 

（施設の設置） 

第４条 生活環境の清潔保持のため、次の公衆便所を設置する。 

名称 位置 

略 

伊那市駅前トイレ 伊那市荒井3469番地１ 

略 

 

 

 

 

 

 

議案第５１号関係資料 


